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１．企業における研究開発の現状 
（１）日本の研究開発費の官民負担 
・日本の研究開発費の約 8 割は民間による負担。 
図表 1-1 主要国等の組織別研究費負担割合 
 
出典：「科学技術要覧 平成 29 年版」文部科学省科学技術・学術政策局 
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（２）日本の企業研究開発費・研究者数の製造業・非製造業の割合 
・日本の企業研究開発費・研究者数の９割弱は製造業。 
図表 1-2-1 主要国における企業部門の製造業と非製造業の研究開発費の割合 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
                          注：米国の企業部門の研究開発費には、NAICS における「Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting」及び「Public Administration」 
は除かれている。よって、他国の非製造業と異なっているため、国際比較する際には注意が必要である。 
＜日本＞総務省、「科学技術研究調査報告」 
＜米国＞NSF, “Business Research and Development and Innovation 2014” 
＜ドイツ、フランス、英国、中国、韓国＞OECD, ”Structural Analysis (STAN) Databases” 
                           
図表 1-2-2 主要国における企業部門の製造業と非製造業の研究者数の割合  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
注：米国の企業部門の研究開発費には、NAICS における「Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting」及び「Public Administration」 
は除かれている。よって、他国の非製造業と異なっているため、国際比較する際には注意が必要である。 
＜日本＞総務省、「科学技術研究調査報告」 
＜米国＞NSF, “Business Research and Development and Innovation 2014” 
＜ドイツ、フランス、英国、中国、韓国＞OECD, ”Structural Analysis (STAN) Databases”                         
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（３）日本の企業研究開発費の流れ 
 ・日本の企業研究開発費のうち 1.3%が大学、公的機関、非営利団体へ。 
・ドイツでは企業研究開発費のうち 6.3%が大学、公的機関・非営利団体へ流れており、諸外国の中では割
合が大きい。 
図表 1-3 負担部門から使用部門への研究開発費の流れ 
注：例えば図中において、負担部門が企業、使用部門が大学である研究開発費には、企業が大学に支出する委託研究費などが該当する。 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
 
【参考】ドイツ(2014 年) 企業全体 556 億ﾕｰﾛ
注のうち 35 億ﾕｰﾛ(6.3％)が 
大学、公的機関・非営利団体へ 
企業全体 
556 億ﾕｰﾛ 
日本(2014 年度) 
企業全体 
13.兆円 
企業全体 13.6 兆円のうち 1,802 億円(1.3％)が 
大学、公的機関、非営利団体へ 
注：566 億ﾕｰﾛは 7.4 兆円に相当（１ユーロ 134 円（PPP）で計算） 
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（４）産学間の人材流動 
・大学等から企業への転入者は、2016 年は 9,822 人中 714 人（4.2％）。 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
 
（５）企業の外部支出研究費 
・企業の外部支出研究費の2.5%が国内の大学・公的研究機関へ。海外の大学に直接支出されている割合は0.5%。
ただし、海外の親子会社に支出した研究開発費の一部が、当該親子会社の研究開発の一環として現地の大学
に支出されている可能性があることに注意。 
   
図表 1-4 我が国の部門間における転入研究者の流れ 
図表 1-5 民間企業の外部支出研究開発費の相手先別構成比 
出典：「平成29年科学技術研究調査報告 第5表  研究主体, 産業（細分類）, 資本金階級, 組織，大学等の種類, 学問別受入研究費及び外部支出研
究費」（総務省統計局）から、文部科学省科学技術・学術政策研究所作成 
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（６）国際産学共同研究の現状把握 
・日本の企業が行う先進国の大学との共同研究では、研究面や人材育成面での利益がパートナー大学の選定に
おいて重要な動機。新興国（地域）の大学との共同研究では、人材確保や事業展開などその後のビジネス面
での利益を重視してパートナー選定。 
・日本の企業が行う先進国の大学との共同研究では、「海外大学との共同研究の方が２倍以上大きい規模」の
比率が最も高い。 
 
 
 
 
 
 
  
図表 1-6-1 日本の企業が共同研究パートナーとして海外大学を選んだ理由 
（先進国 N=77、新興国（地域）N=43、複数回答有） 
図表 1-6-2  1 件当たり年間支出規模(国内産学共同研究との比較) 
(先進国 N=64、新興国（地域）N=33） 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た日本企業による国際産学共同研究の現状」(DISCUSSION PAPER No.125, 2015)  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た日本企業による国際産学共同研究の現状」(DISCUSSION PAPER No.125, 2015)  
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・1,000 万円未満の共同研究は国内特有。 
 
 
 
 
 
 
  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018)  
図表 1-6-3 直近 3 年間での大学等との共同研究件数（国内外） 
        1 年あたり 1,000 万円未満（自社単独支出） 
図表 1-6-4 直近 3 年間での大学等との共同研究件数（国内外） 
        1 年あたり 1,000 万円以上（自社単独支出） 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018)  
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・国内の大学等における海外企業との国際産学連携の目的を、最も重要な目的から 3 番目に重要な目的まで最大
3 つきいたところ、最も多く回答のあった目的としては「研究資金の獲得」、次に多いのは「シーズの実用化の
推進」であり、以下「連携相手先とのネットワーク構築・強化」、「研究者の能力向上」。 
 
図表 1-6-5 国内の大学等における海外企業との国際産学連携の目的(n=638) 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た国内大学等による国際産学連携の現状」(DISCUSSION PAPER No.145, 2017) 
 
 
・国内の大学等における国際産学連携プロジェクトの予算規模については、「国内連携と同程度」が 51.1％、「国
内連携より多い」は 2 倍以内、2 倍以上を合わせ 39.3％。概ね、予算規模は「国内連携と同程度または国内連
携より大きい」。 
 
図表 1-6-6 国内の大学等における国際産学連携の予算規模(n=262) 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た国内大学等による国際産学連携の現状」(DISCUSSION PAPER No.145, 2017) 
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・国内の大学等における国際産学連携プロジェクトにおいて、国内の産学連携に比べて国際産学連携プロジェク
トの予算が大きくなるケースにつきその理由を尋ねたところ、「相手方の予算が潤沢である」が最も多く 51.4％、
次いで「事業期間は変わらないが、多数の人件費・物件費を伴う」が多く 21.9％。 
 
図表 1-6-7 国内の大学等における国際産学連携の予算規模が大きい理由(複数回答あり、n=105) 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た国内大学等による国際産学連携の現状」(DISCUSSION PAPER No.145, 2017) 
 
・国際産学連携を実施する大学等にとって大きな課題と認識されている事項は、大きく分けて、業務を担当する
スタッフの不足、連携相手との接触機会獲得の難しさ、国際産学連携に対応した規則や規約の未整備の 3 点。 
 
図表 1-6-8 国内の大学等における国際産学連携に関連した事項への課題感 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た国内大学等による国際産学連携の現状」(DISCUSSION PAPER No.145, 2017)  
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２．公的研究開発投資の効果 
（１）公的資金助成の研究開発集約度に対する効果 
・公的資金助成が民間企業の研究開発集約度に与える効果は、新規開業企業よりも成熟企業において大きい。 
図表 2-1 公的資金助成の研究開発集約度に対する効果 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「R&D, innovation, and business performance of Japanese start-ups: A comparison with established firms」（DISCUSSION PAPER 
No.104, 2013）に基づき図表を作成。 
注：図表の縦軸は、推定結果から得られた研究開発集約度（従業者１人あたり R&D 投資額：百万円）の予測値。母集団全体の結果を表す推計値ではない。新規開業企業は、製造
業又はソフトウェア業に属し、かつ開業から 2 年未満の企業を表す。成熟企業は、開業から 2 年以上経過している企業を表す。 
（２）大学の内部研究費、科学研究費補助金が産学連携シーズを開発 
 ・大学におけるプレ研究（シーズを開発した研究）と産学連携プロジェクトの最大の資金源は同一である場合
が多い。また、所属機関の内部研究費及び科学研究費補助金は、産学連携プロジェクトにおいて民間資金が
導入されるシーズの開発に貢献している件数が多い。 
図表 2-2 大学におけるプレ研究の主資金源と産学連携プロジェクトの主資金源の関係 
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出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  
※産学共同プロジェクトに参加し、2004～2007 年度に共同で特許出願を行った大学及び企業の研究者（大学研究者 743 名、企業研究者 704 名からの回答）を 
対象としたアンケート調査の結果に基づく分析 
11 
 
３．産学連携による共同研究 
（１）企業の外部連携相手先 
・企業は、外部連携先として大企業を最も選好 
図表 3-1-1 外部組織と連携した企業の割合（連携相手別） 
 
・企業規模毎に国内大企業と連携した割合を見ると、企業規模が大きいほど連携を選好する度合いが大きい。 
図表 3-1-2 国内大企業と連携した企業の割合（資本金階級別） 
 
・企業規模毎に国内大学等・公的研究機関と連携した割合を見ると、企業規模が大きいほど連携を選好する度合
いが大きい。 
図表 3-1-3 国内大学等・公的研究機関と連携した企業の割合（資本金階級別） 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」(NISTEP REPOR No.173, 2017)に基づく分析 
注：総務省「科学技術研究調査」に対して社内で研究開発を実施していると回答した企業のうち、資本金 1 億円以上の企業を対象とし、1,825 社より調査票を回収 
業種別の中小企業の定義は以下の通り（なお、大企業はそれを超えた企業） 
・製造業その他の業種：資本金又は出資総額が 3 億円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 300 人以下。 
・卸売業：資本金又は出資総額が 1 億円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 100 人以下。 
・小売業：資本金又は出資総額が 5 千万円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 50 人以下。 
・卸小売業を除くサービス業：資本金又は出資総額が 5 千万円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 100 人以下。 
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（２）大学等が企業、独法、地方公共団体等との間で実施した共同研究 
・大型の共同研究、例えば 1000 万円以上／件は全体の４％強を占める。1000 万円以上/件の共同研究件数の
伸びが鍵。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課大学技術移転推進室「平成 28 年度 大学等における産学連携等実施状況 
について」に基づき科学技術・学術政策研究所作成 
        注：「0 円」とは共同研究相手機関と複数年契約を結び、研究費の受入れを別年度に行った場合等である。 
  
図表 3-2 大学等が企業、独法、地方公共団体等との間で実施した共同研究件数(1 件 
当たり受入額規模別内訳、2016 年度)及び共同研究費受入額年次推移 
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（３）1,000 万円未満と 1,000 万円以上の共同研究（自社単独支出）の違い 
・1,000 万円以上の共同研究は、寄附講座・委託研究からの発展が多い。 
  
  図表 3-3 国内大学等との共同研究に至った金銭支払いを伴う前段階 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018) 
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４．産学連携への動機 
（１）産学連携への参加動機は企業研究者と大学研究者とで異なる 
 
 ・企業研究者からみた産学連携への参加動機としては「大学との人的・組織的ネットワークの形成」、「事業上
の重要な技術課題を解決（ニーズ志向）」が高く、「大学からのノウハウ獲得」が続く。  
図表 4-1-1 企業研究者からみた産学連携への参加の動機 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  
※産学共同プロジェクトに参加し、2004～2007 年度に共同で特許出願を行った大学及び企業の研究者（大学研究者 743 名、企業研究者 704 名からの回答）を対象とした 
アンケート調査の結果に基づく分析 
 
 
 ・大学研究者の産学連携への参加の動機としては「科学的発見、技術的知見などの実用化による社会還元」が
特に高く、「研究資金の確保」が続く。 
 
図表 4-1-2 大学研究者から見た産学連携への参加の動機 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  
※産学共同プロジェクトに参加し、2004～2007 年度に共同で特許出願を行った大学及び企業の研究者（大学研究者 743 名、企業研究者 704 名からの回答）を対象とした 
アンケート調査の結果に基づく分析 
  
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
事業上の重要な技術課題を解決（ニーズ志向）
科学的発見、技術的知見などを新たに事業化（シーズ志向）
研究開発コストの節約
研究機器やリサーチマテリアルへのアクセス
研究開発のスピードアップ
大学との人的・組織的ネットワークの形成
大学からのノウハウ獲得
ハイリスクな研究開発の実施
人材育成（参画した研究者の質的向上）
社外での知名度向上
社内における研究開発活動の正当性確保
研究における大局観の把握（技術シーズの見分け、研究開発の趨勢など）
非常に重要である 重要である どちらでもない 重要でない 全く重要でない
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
科学的発見、技術的知見などの実用化による社会還元
研究機器やリサーチマテリアルへのアクセス
研究開発のスピードアップ
企業との人的・組織的ネットワークの形成
企業からのノウハウ獲得
人材育成（参画した研究者・学生の質的向上）
学外での知名度向上
学内における研究開発活動の正当性確保
実用化に向けた社会動向の把握
研究資金の確保
非常に重要である 重要である どちらでもない 重要でない 全く重要でない
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（２）動機を持つ企業が積極的に大学にアプローチ 
・産学連携のきっかけとして、企業研究者では「貴社自ら連絡・照会」が最も多く（56%）、大学研究者では
「企業からの連絡・照会」が最も多い（51%）。 
 
図表 4-2 産学連携に参加したきっかけとして重要な役割を果たした機関等 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  
※産学共同プロジェクトに参加し、2004～2007 年度に共同で特許出願を行った大学及び企業の研究者（大学研究者 743 名、企業研究者 704 名からの回答）を対象とした 
アンケート調査の結果に基づく分析 
 
（３）国内の大学・公的研究機関は企業の知識導入の相手先として一定の機能
を有している 
・企業に必須な知識を多く提供している相手先は、顧客企業・設備や素材・部品等の供給業者、国内の大学等・
公的研究機関。 
 
図表 4-3 知識の導入が必須であった相手先 
 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
貴社（又は大学教員）自ら連絡・照会
大学の産学連携支援機関
業界団体・商工会議所
取引先企業
企業（又は大学教員）からの連絡・照会
学会
企業（又は大学教員）のホームページ
政府機関
研究開発独立行政法人 大学
企業
62.7%
51.8%
47.4%
16.0%
15.4%
14.1%
12.5%
8.0%
5.7%
5.0%
2.3%
1.5%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%
顧客企業
設備や素材、部品等の供給業者
国内の大学等・公的研究機関
競合企業
同一の業界団体等に所属する他企業
外部コンサルタントや民間研究所
研究開発コンソーシアム（技術研究組合等）の…
国外の大学等・公的研究機関
外部からの知識の導入を行っていない
起業家やベンチャー企業
その他
研究開発サービス仲介事業者
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」(NISTEP REPOR No.173, 2017) 
※主要業種において、過去 3 年間（2013 年度～2015 年度）に新たに市場投入した新製品・サービスや新たに開始した製品の生産・供給のオペレーション
において、知識の導入が必須であった相手先を尋ねた結果をまとめたもの。 
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大学 公的研究機関
イノベ
俯瞰
① 我が国の大学における研究分野が固定化しており、産業・技術の変化や多様な社会ニーズに充分対応できていない 0.9 1.3 1.5
② 我が国の大学における研究の多様性が小さく、多様な社会ニーズに充分対応できていない 0.8 0.7 0.6
③ 我が国の大学の研究成果において、将来的に社会的・経済的な価値につながることが見込めるような革新的なものが、充分に得られていない 0.6 0.8 1.7
④ 我が国の大学の研究者が論文になりやすい研究を志向するようになり、基礎研究と開発研究の間（応用研究）にギャップが存在する 4.0 4.5 3.1
⑤ 将来的に成長が見込まれる産業で必要とされる人材の育成が、我が国の大学において充分なされていない 1.0 1.5 0.9
大学 公的研究機関
イノベ
俯瞰
⑥ 産学の研究情報の交換や相互の知的刺激の量が充分ではない（学会における意見交換や共同研究など） 1.0 0.7 0.4
⑦ 産学の間の人材流動や交流が充分ではない（研究者の転出・転入や受入など） 1.4 1.2 1.2
⑧ 産学の橋渡しが充分に機能していない（ニーズとシーズのマッチング、産学官のコミュニケーションの補助等） 1.6 1.6 1.4
⑨ 我が国の大学の研究成果の利用にあたって、知的財産に関わる運用が円滑でない（知的財産の管理、権利の分配、周辺特許の確保など） 0.6 0.4 0.6
大学 公的研究機関
イノベ
俯瞰
⑩ 大学の研究成果を活用できる研究者や活用するためのノウハウが、民間企業側で充分でない 1.0 0.5 0.6
⑪ 民間企業側が、自前の研究開発を重視し、大学の研究成果の利用や活用に積極的ではない 0.9 1.0 0.8
⑫ 大学の研究成果を実用化するまでの充分な資金が、民間企業側で確保できない 0.9 0.7 1.1
大学 公的研究機関
イノベ
俯瞰
⑬ 基礎研究から実用化までの資金的な支援が、切れ目無くつながっていない 1.9 1.5 1.3
⑭ 規制や制度のため、実用化を進めることが出来ない又は実用化までに時間がかかりすぎる 0.7 0.6 0.9
⑮ 実証実験や治験など、先駆的な取組の場が充分に確保されていない 0.6 0.5 0.6
⑯ 大学発ベンチャーの成長を可能とする環境の整備(事業性評価、民間からのリスクマネーの確保、挑戦を許容する環境の整備、日本版SBIRなど)が充分でない 0.9 0.7 1.6
⑰ 特にない 0.2 0.2 0.1
⑱ その他 0.3 0.5 0.7
我が国の大学の状況
知識移転の状況
我が国の民間企業の状況
政策等の状況
（４）大学研究者の論文志向により基礎研究と開発研究との間にギャップ 
・大学、公的研究機関、民間企業等の各関係者ともに、大学研究成果を企業が生み出す価値に繋げていく上で、
大学研究者の論文志向が最も障害になっていると認識。 
注：下表において「大学」「公的研究機関」の回答者はそれぞれ大学および独立行政法人の長や研究者である。「イノベ俯瞰」の回答者は 
民間企業等が 70%を占める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）報告書」（NISTEP REPORT No.157, 2014） 
注：①～⑱の選択肢から 1 位～3 位を選ぶ質問。 1 位は 30/3、2 位は 20/3、3 位は 10/3 で重みづけを行い、障害と考えられる度合い(障害度)をポイント化した。全回答者が 
必要性を 1 位と評価する障害度は 10 ポイントとなる。赤色で示されたセルは、各属性において、障害度が上位 5 に入る選択肢を示している。 
イノベ俯瞰（イノベーション俯瞰グループ）：産業界等の有識者、研究開発とイノベーションの橋渡しを行っている方(ベンチャー、産学連携本部、ベンチャーキャピタル等)などから
構成されているグループ。 
図表 4-4 我が国の大学研究成果を産学連携や大学発ベンチャーなど通じて、民間企業が
生み出す経済的・社会価値につなげていく上で障害となっていることは何か？ 
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（５）国内大学等との共同研究の契約を延長しなかった理由と要因 
 
・共同研究の契約の延長の際には、企業は契約内容や大学内手続きよりも成果の創出確度を重視している傾向。 
 
 
 
  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018)より科学技術・学
術政策研究所作成 
注：本直近 3 年間は、2014～2016 年度をいう 
18 
 
５．産学連携の実態 
（１）産学共同研究と社内研究開発の間の補完性の分析 
・最も重視する点として、「テーマ的に連動」「成果を継承・発展」による産学共同研究と社内研究開発の間の戦
略的な補完性を指向。 
・戦略的補完性を指向している企業は、より大きな市場規模を指向。 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
 
  
図表 5-1 産学共同研究と社内研究開発活動との関係（最も重視するもの） 
       × 研究成果の事業化を検討する市場規模 
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（２）企業にとって「知の探索」となる産学連携を促進するための政策課題 
 
・マッチングファンド案件のある大型産学共同研究経験企業は、より大きな市場を指向した成長指向が強い。 
 
図表 5-2-1 研究成果の事業化を検討する市場規模 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
 
・大型の実施経験有無に関わらず、共同研究への貢献、研究加速への寄与を高く評価 。 
・マッチングファンド案件のある大型産学共同研究経験企業は、就職への期待が相対的に高い傾向。 
 
図表 5-2-2 産学共同研究でポスドク、大学院生が参画するメリット（最も大きなメリット） 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
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・理学・工学分野のポストドクター等における民間企業への就職状況は、所属研究室における民間企業との共
同・受託研究実施の有無によらず就職の割合はほぼ同じ。 
 
図表 5-2-3 理学・工学分野のポストドクター等の所属研究室における民間企業との 
共同・受託研究の実施状況（2015 年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-2-4 理学・工学分野のポストドクター等における民間企業への就職状況と 
所属研究室における民間企業との共同・受託研究実施の有無（2015 年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（2015 年度実績）」（調査資料 No.270, 2018）に基づき科学技術・学術政策研究所作成 
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・マッチングファンドのメリットは規模の拡張、デメリットはプロジェクト管理の煩雑さ。 
 
図表 5-2-5 マッチングファンドの活用のメリット・デメリット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018) 
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・大型産学共同研究経験企業の方が、寄附講座・共同研究講座開設に積極的な傾向。 
図表 5-2-6 過去３年間での大学への寄附・共同研究講座の開設 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
注：本過去 3 年間は、2012～2014 年度をいう 
 
・支出金 1,000 万円規模では、役員決裁とする企業が大半であり、大型産学共同研究には役員のコミットメン
トを得ることが重要。 
図表 5-2-7 産学共同研究の社内決裁権限者 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
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・大型の実施経験有無に関わらず、同業他社との差別化技術を最重要視する傾向。 
 
図表 5-2-8 外部と連携せず自社で研究開発を行う技術（複数回答） 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
 
 
・企業と国内の大学等・公的研究機関については、市場での普及を考慮した研究テーマの設定や、研究の速度
の向上に改善の余地がある。 
 
図表 5-2-9 企業における国内及び海外の大学等・公的研究機関との連携の際の問題点 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」(NISTEP REPOR No.173, 2017) 
注：総務省「科学技術研究調査」に対して社内で研究開発を実施していると回答した企業のうち、資本金 1 億円以上の企業を対象とし、1,825 社より調査票を回収 
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（３）大学等の高等教育機関との連携と企業のプロダクト・イノベーション実現 
 
・大学等の高等教育機関との連携は、企業のプロダクト・イノベーション実現に正の効果。また、その効果は
成熟企業よりも新規開業企業において顕著に大きい。 
 
図表 5-3 大学との連携がプロダクト・イノベーションに与える効果 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「R&D, innovation, and business performance of Japanese start-ups: A comparison with established firms」 （DISCUSSION PAPER 
No.104, 2013）に基づき図表を作成。 
注：本研究の分析対象は、製造業またはソフトウェア業に属し、開業から 2年未満の企業（start-up firms、以下「新規開業企業」と呼ぶ）とその比較対象としての開業から2 年以上経
過している企業（established firms、以下「成熟企業」と呼ぶ）。新規開業企業については、2007 年 1 月から 2008 年 8 月までに新規に法人登録された全企業に対して、アンケート
調査を実施し（有効回答率は 10.6％）、2007 年 1 月以前に開業したと回答した企業を除いた約 900 社を分析対象とした。成熟企業については、「全国イノベーション調査」の 2009
年の調査回答企業から開業から 2 年未満（調査対象年度の初期時点である 2006 年時点）の企業を除いた約 1500 社を分析対象とした（有効回答率は約 30％）。 
図表の縦軸は、推定結果から得られたプロダクト・イノベーション実現確率の予測値。母集団全体の結果を表す推計値ではない。新規開業企業は、製造業又はソフトウェア業に
属し、かつ開業から 2 年未満の企業を表す。成熟企業は、開業から 2 年以上経過している企業を表す。  
0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
No Yes
University cooperations
Start-up firm Established firm新規開業企業 成熟企業 
大学との連携の有無 
有 無 
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（４）企業の現場研究者は企業組織よりも産学連携の効果を高く評価 
・現場の発明者（研究者）は企業組織よりも大学・公的研究機関の研究成果を高く評価。情報通信産業(ICT
産業)と製薬・バイオ産業では後者の方が大学・公的研究機関の研究成果を高く評価。 
 
 
 
 
0
10
20
30
40
50
60
％
ICT企業
ICT発明者
0
5
10
15
20
25
30
35
％
製薬企業
製薬・バイオ発明者
ICT 産業 
製薬・バイオ産業 
図表 5-4 「あなたの会社の製品・サービスのうち、大学・公的研究機
関の研究成果なくしては開発できなかったものは何％？」への回答 
出典：GRIPS 企業サーベイ(2008.12～2009.1 に調査実施)、GRIPS 製薬・バイオ企業発明者サーベイ（2009.12 に調査実施）、 
GRIPS ICT 企業発明者サーベイ（2012.2～2012.3 に調査実施） 
評価のギャップ 
評価のギャップ 
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（５）一定程度の産学連携経験は論文生産にプラスの効果 
 ・過去に産学共同研究の経験のある大学研究者について、一定程度までの共同研究への参加は、論文発表件数
と被引用件数の増加にプラスの影響。 
 
図表 5-5-1 共同研究への参加の程度と論文発表件数の増加率との関係 
 
 
図表 5-5-2 共同研究への参加の程度と自引用を除く被引用件数の増加率との関係 
 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所「産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響」（DISCUSSION PAPER No.87, 2013） 
※１ 分析対象：過去に産学共同研究の経験のある研究者：1998～2000 年より以前の 5 年間に産学共同研究を実施した経験がある大学研究者（N=696） 
※２ 横軸：共同研究への参加の程度（1998～2000 年の 3 年間における共同研究件数を同期間の論文発表件数で除した値） 
※３ 縦軸：1995～1997 年及び 2001～2003 年の各 3 年間の間での論文発表件数（または被引用件数）の増加率。 
例えば、 
発表論文数の増加率 ＝｛（2001～03 の発表論文数+1）－（1995～97 の発表論文数+1）｝／（1995～97 の発表論文数+1） で算出（被引用件数の増加率も 
同様）。増加率の算出に当たっては、1995 年～1997 年から 2001 年～2003 年にかけて、例えば 0 件から 5 件への増加のケースや 5 件から 0 件への減少の 
ケース等もサンプルに含めることが適切であるという観点から、両期間における論文発表件数、被引用件数に 1 を加えた値を用いた。 
  
0.0
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0.25～0.5未満
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1.0～2.0未満
(N=78)
2.0以上
(N=73)
0.0
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2.0
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4.0
5.0
6.0
0 (N=88) 0超～0.25未満
(N=236)
0.25～0.5未満
(N=127)
0.5～1.0未満
(N=94)
1.0～2.0未満
(N=78)
2.0以上 (N=73)
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６．産学連携成果としての知財 
（１）大学等の知財収入の合計は約 27 億円 
 ・知財収入は増加傾向。 
 
      【特許権実施等件数及び収入額の推移】       
                            ○特許権実施等件数 
13,832 件 前年度比 1,960 件増 (16.5％増） 
                            ○特許権実施等収入額 
約 25.8 億円 前年度比約 1.1 億円減（4.1％減） 
 
                            【特許権実施等収入額の内訳（平成 28 年度）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課大学技術移転推進室「平成 28 年度 大学等における産学連携等実施状況について」 
 
（２）小規模企業ほど大学等との特許共同所有比率が大きい 
・資本金規模の大きい企業ほど、特許の共同所有数は大きいが、大学等との共同所有率は資本金規模が小さい
企業ほど高い。 
・相対的に規模の小さい企業においては、研究開発や権利取得を単独で実施するのではなく、大学等の外部組
織を積極的に活用していることを示唆。 
 
図表 6-2 資本金階級別に見た特許の大学等との共同所有状況 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2012」(NISTEP REPORT No155, 2013)の表 5-10 をもとに作成 
0
1
2
3
4
5
0
2
4
6
8
10
１億円以上１０億円未満 １０億円以上１００億円未満 １００億円以上
大学等との共同所有件数の平均値（左軸）
大学等との共同所有比率（右軸）
図表 6-1 産学連携における知財実施等収入の推移、内訳 
（件） （％） 
資本金規模 
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（３）医薬品製造業では大学との共有特許が活用される可能性大 
・ほとんどの業種において、特許の大学等との共同所有比率は 1～3%程度。比率が 4%以上なのは、高い順に
医薬品製造業、建設業、金属製品製造業の 3 業種（N=10 未満の業種を除く）。 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2012」NISTEP REPORT No155 の表 5-9 をもとに作成  
 
・自社実施件数比率は医薬品製造業、建設業が金属製品製造業よりやや高い程度。しかし、医薬品製造業では
今後実施予定のある件数比率が顕著に高い。また医薬品製造業では、将来的に実施可能性が低いと思われる
防衛目的特許の件数比率が顕著に低い。 
・これらを総合すると、医薬品製造業企業においては大学との共有特許が多いだけでなく、それら特許が実施
される可能性も高いと考えられる。 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2012」(NISTEP REPORT No155, 2013)の表 5-11 をもとに作成 
 
 
1.6%
5.6%
5.3%
4.0%
全業種平均（N=776）
医薬品製造業（N=26）
建設業（N=58）
金属製品製造業（N=33）
図表6-3-1 特許の大学等との共同所有比率（％）
32.7%
38.3%
25.0%
医薬品製造業（N=26）
建設業（N=58）
金属製品製造業（N=33）
図表6-3-2 自社実施件数比率（％）
50.0%
13.8%
9.6%
医薬品製造業（N=26）
建設業（N=58）
金属製品製造業（N=33）
図表6-3-3 未利用のうち実施予定のある件数比率（％）
7.7%
24.5%
69.2%
医薬品製造業（N=26）
建設業（N=58）
金属製品製造業（N=33）
図表6-3-4 未利用のうち防衛目的の件数比率（％）
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（４）大学の特許出願では新規性喪失の回避が課題 
・学会・論文発表を行う以上、新規性喪失の恐れは常にあるが、大学教員と学内知財担当者との緊密な連携に
より回避できる可能性。 
 
図表 6-4-1 大企業と比較した場合の、大学またはベンチャー企業からの特許出願業務依頼の特徴 
 
 
 
出典：日本知財学会第 12 回年次学術研究発表会発表資料「大企業と大学・ベンチャー企業を顧客として比較した際の、特許出願の質、および特許事務所業務の経済的合理性  
に関する意識調査」（新村）のデータに基づき科学技術・学術政策研究所作成 
※大学・ベンチャー支援に積極的な関与意思を有する弁理士を母集団とし、752 名を対象標本としてアンケート調査を実施(回答者数 263 名)。本グラフでは回答者のうち大学からの
業務依頼の特徴への回答者 (n=143)、ベンチャー企業からの業務依頼の特徴への回答者(n=138)の双方を併せ分析した。 
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・金銭的対価（一時金、マイルストーン契約、ランニングロイヤルティ契約、出願費用負担）に関しての懸念
割合が全体的に高い。 
・ノウハウ保護は大型の実施経験有無に関わらず懸念する傾向が強い。 
 
図表 6-4-2 大学と知的財産権を企業が共有することへの懸念（最もあてはまるもの） 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
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７．地域における産学連携・地域貢献 
（１）地方圏では 3～5 割の製造業企業が大学・高専と産学連携を行っている 
 ・10 県（山形県、群馬県、長野県、愛知県、岐阜県、三重県、福井県、岡山県、広島県、鹿児島県）の製造
業企業に対し、自県に所在する大学・高専と産学連携経験はあるかと問うたところ、有りの最多は長野県の
51.4％、最少は鹿児島県の 30.2％。 
 
 
 
 
 
 
（２）コネクションが無いために、産学連携をしていない企業は多い 
・産学連携しない理由としては「大学・高専とのコネクションがない」、「当社では研究開発を実施していない」
が多い。 
図表 7-2 産学連携しない理由 
（９県（山形県、群馬県、長野県、愛知県、岐阜県、三重県、福井県、岡山県、広島県）の調査結果を合算集計） 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.90,91,92 および 
文部科学省科学技術・学術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.97,99,100,101 からの合算集計による分析 
51.4% 44.4% 41.4% 40.8% 38.0% 38.0% 35.7% 35.6% 34.7% 30.2% 39.0%
46.3% 55.0% 58.1% 58.8% 61.1% 61.1% 63.2% 61.6% 64.2% 67.9% 59.7%
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1.0%
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大学・高専とのコネクションがない
当社（事業所）では研究開発を実施していない
大学・高専の研究内容を知らない
自社単独で研究開発を行っている
大学・高専向けの研究テーマではない
当社の人員・時間的制約のため
当社の資金的制約のため
その他
不明
図表 7-1 各県別大学・高専との連携経験の有無 
出典：文部科学省科学技術政策研究所 
「地方国立大学と地域産業との連携に関する調査報告－鹿児島県製造業と鹿児島大学に着目して－」（DISCUSSION PAPER No.82, 2012） 
「山形県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.90, 2013） 
「群馬県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.91, 2013） 
「長野県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.92, 2013） 
文部科学省科学技術・学術政策研究所 
「中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.97, 2013） 
「福井県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.99, 2013） 
「岡山県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.100, 2013） 
「広島県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.101, 2013） 
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（３）地域企業は大学に対し製品化に直結する研究開発を希望 
・10 県のほとんどにおいて回答企業の 8 割以上が資本金 1 億円未満の企業（愛知県のみ 74%）。 
・大学への要望について、10 県いずれの県の企業も 1 位は「製品化に直結する研究開発」。次いで「技術相談」、
「研究装置・設備の利用促進」、「基礎研究の推進」を要望する回答が多い。 
 
図表 7-3-1 大学への要望（長野県（信州大学）の例） 
 
 
図表 7-3-2 回答企業の資本金規模別構成比率（長野県の例） 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所「長野県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.92, 2013） 
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33 
 
（４）産学連携・地域貢献活動の活発度は大学によって差がある 
・第３グループ（地方の大学が中心）の大学では、他グループと比較して、産学官連携や地域貢献の状況が良
くなっている。具体的には地域が抱えている課題解決へ貢献する研究活動が活発化。 
 
 
    
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１G 
第２G 
第３G 
第４G 
図表 7-4-1 NISTEP 定点調査 2015 における 
産学官連携状況指数 
調査への協力が得られた大学のグループ（G）毎内訳 
図表 7-4-2 各質問の指数の変化(2011 年度と 2015 年度の差)［産学官連携］ 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 
「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点 
調査 2015）報告書」（NISTEP REPORT No.166, 2016） 
 
注：第 1～4 グループそれぞれに含まれる大学の基準 
第 1 グループ：日本国内の論文シェア(2005 年～2007 年) 
が 5％以上 
第 2 グループ：1％以上～5％未満 
第 3 グループ： 0.5％以上～1％未満 
第 4 グループ：0.05％以上～0.5％未満 
第 1 グループおよび第 2 グループは全ての大学、第 3 グループお
よび第 4 グループについては無作為抽出を行った大学に調査の協
力依頼を行った。 
  
イノベ俯瞰（イノベーション俯瞰グループ）：産業界等の有識者、研究
開発とイノベーションの橋渡しを行っている方(ベンチャー、産学連携
本部、ベンチャーキャピタル等)などから構成されているグループ。 
 
地域貢献の状況向上の理由例(回答者の記述) 
・高齢者医療に関する研究提案が市の助成事業に採択。地域
医療の教授ポストの新設 
・地域の復興に係わる課題解決に積極的に取組み始めた 
・地域連携センターを中心に、地域貢献型の研究活動を積極
的に推進 
・地域企業との共同研究を積極的に推進する「産学連携部門」
を強化、地域連携研究課題の実施を推奨地域行政との連携体
制が新しく構築された 
・「地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）」に採択され、
積極性が向上地域連携を意識した研究活動を行っている。 
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・第 3 グループの大学では、社会・地域貢献活動に参加する教員の割合が高い大学が多い。また、第 4 グルー
プも第 3 ほどではないが同様の特徴あり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図表 7-4-3 社会・地域貢献活動に参加する教員の割合【大学４グループ別】 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 
「高等教育機関（大学・短期大学・高等専門学校）における社会・地域貢献活動」（調査資料 No.230, 2014） 
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（５）地方の大学、企業間の産学連携は理系人材の供給に密接な関係あり 
図表 7-5 製造業企業における理系卒業生採用とその出身校（福井県、広島県） 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「福井県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告（DISCUSSION PAPER No.99, 2013）、「広島県における国立大
学等と地域企業の連携に関する調査報告（DISCUSSION PAPER No.101, 2013） 
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（６）地域イノベーション（主体間関係の分析） 
・プロテオグリカンの事例において、イノベーションの促進と、地域への波及効果及び全国への展開とを考え
た、地域外要素の埋め込みを含めたパートナー企業、プロモーターの参画。 
 
図表 7-6-1 プロテオグリカンの製造・販売工程 
 
 
図表 7-6-2 プロテオグリカンにおける知識の創造・供給連鎖 
 
  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「地域大学発技術シーズの実用化プロセスに関する調査研究」（DISCUSSION PAPER No.112, 2015)より作成 
37 
 
（７）地域イノベーションシステムに関する意識調査 
・地域主導の科学技術イノベーションを実現していこうとする際の牽引役については、「都道府県」、「大学、
高等専門学校」、「公設試験研究機関」の順。 
 
図表 7-7-1 地域主導の科学技術イノベーションを実現していこうとする際の牽引役 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「地域イノベーションシステムに関する意識調査報告」(調査資料 No.260, 2017) 
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・地域の連携が進むためにさらなる参画が期待される主体については、「地域のリーダー格の中堅・中小企業」、
「大学、高等専門学校」、「地域金融機関」の順。 
 
図表 7-7-2 地域の連携が進むためにさらなる参画が期待される主体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「地域イノベーションシステムに関する意識調査報告」(調査資料 No.260, 2017) 
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・地域で不足している人材については、「将来の地域産業のビジョンを語り、関係者を巻き込んでいくことの
できる人材」、「地域内の中堅・中小企業等が保有する技術等を幅広く把握している人材」の順。 
 
図表 7-7-3 地域で不足している人材 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「地域イノベーションシステムに関する意識調査報告」(調査資料 No.260, 2017) 
 
  
40 
 
・地域主導のイノベーションを実践していこうとする際「課題」については、「地域内のリソース（組織、技
術、企業、人材等）の情報を把握し、適切に活用・育成できる組織・人材が少ない」、「イノベーションを目
指した構想（ビジョン）を描き、関係者を巻き込んでいく人材・その育成が十分ではない」、「イノベーショ
ンを目指した取り組みに対する関係者の共通認識が十分にできていない」の順。 
 
図表 7-7-4 地域主導のイノベーションを実践していこうとする際の「課題」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「地域イノベーションシステムに関する意識調査報告」(調査資料 No.260, 2017) 
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８．中小企業との産学連携 
（１）中小企業との共同研究、受託研究実施件数は企業全体の 1/3～1/4 程度 
・企業全体との共同研究件数が単調に増加する中で、うち中小企業との件数割合は伸び悩み。 
・一方、受託研究については中小企業との共同研究件数割合が増加。 
 
図表 8-1 共同研究、受託研究実施件数および中小企業との件数割合の推移 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課大学技術移転推進室「平成 26 年度 大学等における産学連携等実施状況について」に基づき 
科学技術・学術政策研究所作成 
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（２）日本の小・中規模企業では、欧州主要国と同様の割合の企業がプロダク
ト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現のために「大学等の高
等教育機関」と協力 
 
・欧州主要国に比べて日本の大規模企業では、プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実
現のために「大学等の高等教育機関」と協力した企業の割合が低い。 
 
図表 8-2 プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現のために大学等の高等教育機関
と協力した企業の割合（対イノベーション活動実施企業）：欧州主要国との比較 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所『第 4 回全国イノベーション調査統計報告』（NISTEP REPORT No.170, 2016）。OECD Innovation Statistics and Indicators 
(http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm [2018 年 1 月 4 日時点])． 
注：図表内の数値は、イノベーション活動実施企業に占める割合の母集団推計値である。小・中規模企業とは常用雇用者数 10 人以上 249 人以下の企業、大規模企業とは同 250
人以上の企業を表している。FY は fiscal year の略語であり、「年度」を意味している。 
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（３）欧州主要国と比べて日本企業は、プロダクト・イノベーション又はプロセス・
イノベーション実現のために「公的資金助成」を利用した割合が低い 
 
・プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現のために「公的資金助成」を利用した日本
企業の割合は、企業規模階級によって大きな違いは見られない。 
 
図表 8-3 プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現のために公的資金助成を利用し
た企業の割合（対イノベーション活動実施企業）：欧州主要国との比較 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所『第 4 回全国イノベーション調査統計報告』（NISTEP REPORT No.170, 2016）。OECD Innovation Statistics and Indicators 
(http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm [2018 年 1 月 4 日時点])． 
注：図表内の数値は、イノベーション活動実施企業に占める割合の母集団推計値である。小・中規模企業とは常用雇用者数 10 人以上 249 人以下の企業、大規模企業とは同 250
人以上の企業を表している。FY は fiscal year の略語であり、「年度」を意味している。 
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（４）欧州主要国に比べて日本企業は、プロダクト・イノベーション又はプロセス・
イノベーション実現のために「海外の機関」と協力した割合が低い 
 
図表 8-4 プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現のために「海外の機関」と協力した企業の割合
（対イノベーション活動実施企業）：欧州主要国との比較 
 
・小・中規模企業に比べて大規模企業では、プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現
のために海外の機関と協力した企業の割合が高い。 
 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所『第 4 回全国イノベーション調査統計報告』（NISTEP REPORT No.170, 2016）。OECD Innovation Statistics and Indicators 
(http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm [2018 年 1 月 4 日時点])． 
注：図表内の数値は、イノベーション活動実施企業に占める割合の母集団推計値である。小・中規模企業とは常用雇用者数 10 人以上 249 人以下の企業、大規模企業とは同 250
人以上の企業を表している。FY は fiscal year の略語であり、「年度」を意味している。 
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９．大学等発ベンチャー 
（１）研究開発型大学等発ベンチャーを、『ベンチャー設立後特許出願を行って
いる大学等発ベンチャー』と定義し、抽出 
 
・抽出した研究開発型大学等発ベンチャーを企業の設立年度毎に集計して推移を見ると、既存の大学等発ベン
チャーで観測される、大学発ベンチャー1,000 社計画（2001 年発表、2002 年度～2004 年度までの 3 年間に
1,000 社設立する計画）のピーク時期に、同様に研究開発型大学等発ベンチャーにもピーク。 
・2000 年台後半の急激に大学等発ベンチャーの設立数が減った時期においては、それと比べれば研究開発型
大学等発ベンチャー設立数は保たれていたことが想定される。 
 
図表 9-１-１ 研究開発型大学等発ベンチャーの設立推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
設立数 
*1
*2 
*3
＊1 研究開発型大学等ベンチャーは 2015 年 9 月時点で存続が確認できる企業のみを集計している一方、大学等発ベンチャーの推移は文部科 
学省 産学連携等の実施状況調査【5】の各年度設立数結果を使用しているため、倒産企業も含まれる。後者は現在認識されている大学 
等発ベンチャーの推移を参考として表記しており、厳密な両者の比較はできない点に留意が必要。 
  ＊2 研究開発型大学等発ベンチャーの 1999 年度の数値は 2010 年 1 月～3 月の期間のみ。 
  ＊3 設立後間もない企業については、まだ特許出願を行っていない、または特許出願を行ったとしても、原則特許出願から 1 年半は公開さ
れない為、2015 年 9 月時点で捕捉できていない企業の存在が考えられる。 
年度 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 
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・研究開発型大学等発ベンチャーとその他の大学等発ベンチャーを母体大学等ごとに集計し、研究開発型大学
等発ベンチャーの設立数の多い順に並べると、両者の順位は 1 位を除き上位でも変動が見られることから、
研究開発型大学等発ベンチャーの創出環境は、既存の大学等発ベンチャー創出環境とは若干異なる傾向。 
・少なくとも事業化において特許権化を必須とする新規技術を開発するような大学等発ベンチャーの設立増加
に資する施策立案、成長の成功要因、及び出口戦略を解析する上で、研究開発型大学等発ベンチャーとその
他の大学等発ベンチャーの分離解析の必要性が明らかに。 
 
図表 9-１-2 大学等発ベンチャーの母体大学等ごとの設立数 
（研究開発型大学等発ベンチャー設立数上位 50 大学） 
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＊設立企業に対して母体大学等が複数存在する場合は、それぞれの大学でカウントを行っている。 
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出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 
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・研究開発型大学等発ベンチャーの特許出願（国内特許出願+PCT 国際出願）を出願数の多い順に並べると、
特定企業の特許出願数が多く、上位 20 社で全体の 19.8%、上位 100 社で全体の 50.2%。 
・上場企業は特許出願数の多少に関わらず観測されたことから、少なくとも上場という一つの成長指標におい
ては特許出願数のみでの評価は困難。 
・この点は、資本金増加、従業員増加、資金調達、M＆A、他者との提携など、企業の成長に関連する因子と
の相関性分析を補完していくことが必要。 
 
図表 9-１-3 研究開発型大学等発ベンチャーの特許出願数（特許出願数順） 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
＊上場（廃止含む）企業は緑線 
 
  
上位 20 社で 
全体の 19.8% 
上位 100 社で 
全体の 50.2% 
企業順位（出願数順） 
出願数 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 
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電気工学
3,560 
24%
光学、計
測・制御
（一般）
2,633 
17%
医薬・バイ
オ・医療
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化学・繊維
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22%
機械・運輸
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9%
その他
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3%
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3 
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関・企業 共同
2,203 
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企業 共同
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34.0%
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・他者との連携においては、研究開発型大学等発ベンチャーの特許出願の形態として、約半数は単独特許出願
であり、独自の自社研究開発傾向を示した。残りの 3 割強が他企業との共同特許出願、約 2 割が大学等との
共同特許出願であり、他者との共同特許出願は、外部提携に伴う結果であるため、企業毎の単独、共同特許
出願の相手先や構成比の分析が他者提携の程度の一つの指標となりうる。 
 
図表 9-１-4 研究開発型大学等発ベンチャーの特許出願形態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究開発型大学等発ベンチャー全体の特許出願傾向としては、医薬・バイオ・医療分野（25%）、電気工学
分野（24%）、化学・繊維分野（22%）、光学、計測・制御（一般）分野（17%）の順で特許出願数が多い。
ただし、2013 年に国際出願された特許出願における分野別の特許出願数では、医薬・バイオ・医療分野の
特許出願数は他分野に比べて少ないことと比較すると、国内研究開発型大学等発ベンチャーにおいては医
薬・バイオ・医療分野での特許出願が多くを占めている。 
・研究開発型大学等発ベンチャーの特許出願数で示したように、特定企業の特許出願が多く、上位特許出願企
業の影響を強く受けている点に留意が必要。 
 
図表 9-１-5 研究開発型大学等発ベンチャー全体の特許出願分野 
  
 
 
 
 
  
数値は 
上段が件数 
下段が割合 
数値は 
上段が件数 
下段が割合 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 
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・大学等発ベンチャーに関与する大学等所属研究者が発明者として含まれる特許出願について、発明者ごとに
特許出願数（発明者として含まれるもの）と被引用数（2015 年 12 月時点）でプロットすると、多くの特許
出願に発明者として関与している研究者は特許出願の被引用数が高い傾向。 
・出願数、または被引用数の多い、国内の研究開発型大学等発ベンチャー創出、育成に積極的に関与する研究
者群が存在。 
 
図表 9-１-6 研究開発型大学等発ベンチャーに関与する研究者別の特許出願数(発明者 
として含まれるもの)と被引用数 
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＊1 被引用数は特許出願日の差を考慮した補正は行っていないため、直近の特許出願数が多い研究者の被引用数は低くなりやすい傾向がある点に留意が必要。 
＊2 出願数、または被引用数の多い、国内の研究開発型大学等発ベンチャー創出、育成に積極的に関与する研究者群 
＊2 
（＊1） 
出典：文部科学省科学技術・政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 
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（２）大学発ベンチャー企業はリスクが高い事業に挑戦 
・設立経緯として、大学が関与していない方が財務業績が良い。 
→大学が関与し設立された大学発ベンチャー企業はリスクが高い事業に挑戦。 
 
図表 9-2 大学発ベンチャー企業の出口戦略 －大学発ベンチャー企業と財務業績の関係－ 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「大学発ベンチャー企業の成果と出口戦略 －設立理由と経営者の属性との関連性の観点から－」（DISCUSSION 
PAPER No.123, 2015）  
※「大学発ベンチャー調査 2010」（科学技術政策研究所、調査資料 No.197 ）の調査結果を用いて、平均値の差を統計的に検証し、ロジット回帰分析を行った。 
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